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1 はじめに

音声は，話者や音響機器といった不可避な非言語

的特徴により歪み，同じ発話内容でも観測される音

響事象は異なる．従来の音声工学システムでは，こ

の音声の歪みを内包した特徴量を利用していたため，

話者の違いによる不安定性を不可避であった．

近年提案された「音響的普遍構造」では，このよう

な音声の歪みを避けるために音声事象の相対的な関

係に着眼している [1]．この表象では，ある音声事象
は他の音声事象との距離によって規定され，音声事象

が持つ物理特性は参照しない．この新しい表象を応

用することにより，英語学習者の発音状態を非言語的

特徴の影響を受けずに記述可能である [2]．
この表象に基づいて，母音矯正順序の自動推定が

提案されている [2]．この自動推定では，母音発音自
体を評価した値を用いず，他の母音発音との距離を用

いて母音矯正の必要度を推定するという特殊な手法

が用いられている．この手法については母音図を用

いた妥当性の検証がなされている [3]．
本稿では，この母音矯正度推定の妥当性を改善す

る母音矯正度推定手法について述べる．まず，先行研

究である音声の構造的表象とそれに基づく母音矯正

度推定，そして母音矯正度推定の妥当性の検証につ

いて紹介する．その後，この妥当性を改善する手法を

提案する．

2 音声の構造的表象

音声に不可避に混入する非言語的特徴は，乗算性

歪みと線形変換性歪みの 2種類に分類される．乗算
性歪みとしては，マイクロフォンなどの伝送特性や話

者の声道形状の違いの一部が挙げられ，ケプストラ

ムベクトル cに対するベクトル bの加算 c′ = c + bで

表現される [4]．線形変換性歪みとしては，声道長の
差異や聴覚特性の差異が挙げられ，cに対する行列A

の乗算 c′ = Acに相当する [5][6]．以上より，音声に
不可避的に混入する非言語的特徴は，ケプストラム

ベクトル cに対して c′ = Ac + bとしてアフィン変換

でモデル化することができる．

このアフィン歪みを踏まえ，音声事象を分布として

捉え，事象間の距離としてアフィン不変であるバタ

チャリヤ距離を採用すると，事象間距離は話者や音響
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Fig. 1 スペクトルに対する水平/垂直方向の音響歪み

機器に対して不変量となる．音声事象群すべてに対

して事象間距離をバタチャリヤ距離で取ることによ

り（即ち距離行列を求める），話者不変の構造を抽出

することが可能である．この構造を音響的普遍構造

と呼ぶ．

3 構造的表象に基づく母音矯正度推定

構造的表象を用いて外国語学習者の母音矯正度推

定をすることを考える．話者不変である構造的表象

は，話者情報を音声から消去した上で，発音の正しさ

を評価することが可能である．

母音矯正度を推定するにあたって，学習者の手本

となる教師の母音発音を用意する．学習者の母音群，

教師の母音群，それぞれで話者不変の母音構造を抽

出する．ここで問題となるのが，学習者の母音と教

師の母音との距離を取って母音矯正度とすることが

不可能ということである．学習者の母音は学習者自

身の他の母音との距離のみによって表象されており，

教師の母音に関係する情報は一切持たないのである．

そこで，教師，学習者間における母音構造歪みへ

の各母音の影響度を持って，母音矯正度とする [2]．
母音構造歪みは学習者が教師の母音発音群に到達す

るまでの距離と捉えられる．学習者の母音構造を S，

教師の母音構造を T としたとき（S と T は距離行列

である），S と T の全体的な構造歪みは D(S, T ) =√
1
m

∑
i<j(sij − tij)2 で表される．mは母音数であ

り，sij，tij は距離行列 S，T の要素である．全体的

な母音構造歪みに対する母音 vの影響は

d(S, T, v) =
m∑

j=1

|svj − tvj | (1)



Table 1 母音置換によって模擬された 8種類の発音
状態

A æ 2 @ Ä I i U u E O

P1 J J J J J J J J J J J
P2 A A A A A J J J J J J
P3 J J J J J A A A A A A
P4 A A J J J A A J J A A
P5 J J A A A J J A A J J
P6 A J A J A J J J J A A
P7 J A J A J A A A A J J
P8 A A A A A A A A A A A

A : 米語母音を使用， J : 日本語母音で置換

Table 2 日本語母音・米語母音の置換表

日本語母音 ↔ 米語母音

/あ/ /æ/,/2/,/A/,/Ä/,/@/
/い/ /i/,/I/
/う/ /u/,/U/
/え/ /E/
/お/ /O/

で表される．この母音構造歪みへの影響を母音矯正

度とする．

4 母音矯正度推定の妥当性の検証

4.1 音声資料の収録と母音図の作成

日本語・英語双方が話せる日本人話者 12名（男性
6 名，女性 6 名）の米語 11 単母音と日本語 5 母音
を収録した．収録では米語/bVt/，日本語/bVto/を
5回発声させ，母音部分のみを切り出して実験に用い
た．米語/bVt/に有意味語が存在しない場合は，/b/
を/p/，/t/を/d/とするなどの処置を行った．
収録した米語母音と日本語母音を同一話者内で置

換し，米語教師や日本人米語学習者の音声を模擬し

た．置換パターンには Table1を用い，1話者の音声
から 7人の日本人米語学習者（P1～P7）と 1人の米
語教師（P8）相当の発音を用意した．なお，米語と
日本語の母音置換には，Table2 のように日本人学習
者によく見られる置換パターンを用いた．異なる米

語母音が同一の日本語母音と置換される場合は，同

一母音・異発声のサンプルを用いた．

このようにして作成された 96人（12話者× 8状態）
の米語母音発音群を母音図を用いて評価した．1,056
個の母音を英語音声学の専門家（第四著者）に聴取さ

せ，母音図にプロットした．各母音は合計 4つの評
価軸で評価した．母音図にプロットすることにより，

発音時の舌の前後・高低の 2つの軸で評価し，この他
に，円唇性と r音性についても評価した．円唇性は無
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Fig. 2 母音図
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Fig. 3 母音図に基づく母音間距離を算出する際の次

元の重み

円唇，弱い円唇，強い円唇の 3段階で，r音声は r音
声あり（＋），r音声なし（－）の 2段階で評価した．
母音図上に表現された母音発音間の距離には，ユー

クリッド距離を用いた．舌の前後・上下は，調音音声

学で広く使われる母音図（4:3:2の台形／ 2次元表示）
をそのまま利用した．円唇性・r音声は調音音声学に
おいて参考となる議論が見つからなかったため，ケ

プストラム距離を参考に重みを決定した．最終的に

4:3:2の台形／二次元表示に対して，円唇性の次元は
無円唇・強円唇の距離を 2.5に，r音性の次元は，r音
性の有無の距離を 1.25として設定した（Fig.3）．

4.2 絶対的評価と相対的評価の相関分析

前述の作業によって得られた 96枚の母音図を用い
て 2通りの母音矯正度を推定する．
一つは母音発音を表す座標値を用いて，教師の母音

と学習者の母音の距離を直接測り母音矯正度とする．

教師の母音図と学習者の母音図を母音図の軸（枠）を

重ねて比較し，母音矯正度を推定することになる．本

稿では，この方法で推定された母音矯正度を母音図の

軸（枠）という絶対的な基準に基づいてることから，

「絶対的評価」と称する．

もう一つは，構造的表象と同様の手法で得る母音矯

正度である．これは母音図の軸（枠）が消失し，母音

だけがプロットされた状態で，二つの母音群を比較し

母音矯正度を推定する問題となる．この場合，Fig.4
のように構造を回転＆シフトさせ，二つの構造を重

ね合わせた後に，母音矯正度を推定することとなる．

母音図上の母音発音群から母音間距離行列を作成し，

式（1）を適用して母音矯正度を得る．本稿では，こ
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Fig. 4 回転とシフトによる構造の重ね合わせ

の母音矯正度を母音間の相対的な関係に基づいてる

ことから，「相対的評価」と称する．

絶対的評価と相対的評価の相関分析を行うことで，

構造的表象における母音矯正度の推定式（1）の妥当
性について検討する．絶対的評価を正解データとし，

推定式（1）から得られた相対的評価を相関係数によっ
て評価する．相関分析を行う組み合わせは以下のと

おりである．まず，ある話者の P8（米語教師相当の
母音発音）と，同一話者の P1（日本人米語学習者の
母音発音）を比較し，得られた二つの母音矯正度（絶

対的評価と相対的評価）を相関分析する（12組× 11
母音）．同様に，P8と同一話者の P2,P3,…,P7を比
較し，相関分析を行う．最後に，教師も学習者も限定

せず，96人すべてを教師・学習者として相関分析を
行う（96C2 × 11母音）．
相関分析の結果をまとめたものがFig.5である．“96

× 96”は 96人すべてを教師・学習者とした場合を表
す．96人総当たりの場合の相関係数は 0.772であり，
強い相関が確認された．この事実から，式（1）は一定
の信頼性があると考えられる．また，P8を教師とし
た場合の相関係数について見ると，P2～P7は 0.750
以上の高い水準を示しているが，P1は 0.677と他よ
りも弱い相関となった．式（1）は母音 v以外のすべ

ての母音が信頼できるとの仮定を置いており，すべて

の母音が日本語母音である P1はこの仮定から大きく
逸脱するため，低い水準になったと考えられる．

5 母音矯正度推定の妥当性の改善

5.1 母音への重み付けによる母音矯正度の再推定

母音矯正度を測る式（1）は，すべての母音を等価
に扱っている．これは式（1）を行列の演算に書き換
えた式（2）を見れば明らかである．

d1

d2

...
dm

 =


0 δ12 . . . δ1m

δ21 0 δ2m

...
. . .

...
δm1 δm2 . . . 0




1
1
...
1

 (2)

ここで，dv は構造 Sと構造 T を比較したときの要素

vの母音矯正度を表す．また，δij は，母音 iと母音 j

の母音間距離の差（δij = |sij − tij |）である．
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Fig. 5 絶対的評価と相対的評価の相関係数

式（2）において，すべての要素が 1からなる列が
存在するが，この列は各母音の母音矯正度への影響

度，すなわち重みと考えられる．式（2）では，すべ
ての母音の重みが 1となっているが，母音発音の得
手不得手に関わらず同じ重みを持たせることは不自

然である．そこで，一度推定した母音矯正度を重みの

導出に利用することを考える．重みwv を求める式を

次式のように定める．

wv = c × 1
dv

(3)

c は重み列正規化係数（
∑m

i=1 wi = m）である．式

（3）によって求められた重みを用いて，母音矯正度
d′

v を再推定するには次式を用いる．
d′1

d′2
...

d′m

 =


0 δ12 . . . δ1m

δ21 0 δ2m

...
. . .

...
δm1 δm2 . . . 0




w1

w2

...
wm

 (4)

この計算式の，dvの代わりに再推定された d′vを用い

て，重み w′
v を得ることにより，d′′

v を再々推定する

ことも可能である．式（2）で推定された要素 vの構

造歪み dv を相対的評価としたことに倣って，式（4）
で再推定された母音矯正度 d′

v を「重み付き相対的評

価」と本稿では称する．

5.2 絶対的評価と重み付き相対的評価の相関分析

4.2と同様に，P8と P1～P7の組み合わせでの相
関分析と，96人総当たりの場合での相関分析を行う．
求められた相関係数をまとめたものが Fig.6である．

96人総当たりのときの絶対的評価と重み付き相対
的評価の相関係数は 0.807となり，相対的評価の相関
係数 0.772と比べ，3.5ポイント改善した．また，P8
と P1,P2,…,P7を比較して相関分析をした場合でも，
すべての場合で改善を示した．これにより式（4）の
有効性が示されたと言える．
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Fig. 6 絶対的評価と重み付き相対的評価の相関係数

次に，式（3）の相対的評価 dvの代わりに重み付き

相対的評価 d′v を適用して母音矯正度を再々推定した

場合の相関係数を調べる．この重み付き相対的評価

の再々推定を行った結果が Fig.7である．ここでは，
再々推定で得られた d′′v を利用して d′′′

v を推定する，

というように再帰的に 10回推定した．計算回数 1回
は従来手法による相対的評価，計算回数 2回は前述
の重み付き相対的評価，計算回数 3回目以降が新た
に推定された重み付き相対的評価である．結果はさ

らなる改善を示したものの相関係数の伸びは鈍った．

そして，10回ほどの計算で相関係数は収束した．10
回推定したときの相関係数についてまとめたものが，

Fig.6である．96人総当たりのときの絶対的評価と重
み付き相対的評価（推定 10回目）の相関係数は 0.827
となり，相対的評価と比較して 5.5ポイント，重み付
き相対的評価（推定 2回目）と比較しても 2.0ポイン
トの改善を示した．また，P8と P1,P2,…,P7を比較
して相関分析をした場合でも，P1が 0.750を越える
など，すべての場合で改善を示した．
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Fig. 7 推定に伴う相関係数の推移

6 おわりに

本稿では，提案されていた音声の構造的表象に基づ

く母音矯正度の推定手法について，示されていた妥当

性を改善する手法を提案した．母音矯正度を考慮し，

各母音に重み付けを行って母音矯正度を再推定した

結果，妥当性を示す相関係数は 0.702から 0.807に上
昇した．また，再推定された母音矯正度を用いて母音

矯正度を再々推定する，といった再帰計算を行うこと

により，相関が一層強くなることが確認された（相関

係数 0.827）．
今後は，二重母音や子音，連続発声への拡張につい

て検討する予定である．
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